


(2) その他の関連する現状等

岸和田春木地区の漁業者は第1期浜プランの取組を行う以前は、漁獲量を競い合い収入の格差を

得ていたが、船びき網漁業者の相対販売方式から入札販売方式に変更することにより漁獲単価が

上り、漁獲量が少なくともある程度の収入が得られる事に気付き、漁獲物に対する魚価を気にす

るようになり、漁獲物に対しての取扱方や販売方法にも意識変化が現れた。

大阪 ・泉州広域水産業再生委員会と共に行っている、 朝獲れしらすの空輸による海外輸出や大型

外食チェ ーン店との直接取引を徐々にではあるが行っており、新たなる販路拡大を実施してい

る。

後継者 ・ 担い手については、 使用船舶の大型化や、 ぎ装設備の機械化の影響により、以前より労

働環境は改善されてきたが、近年の労働者不足のあおりを受け他業種への転職を思案している乗

組員も多数見受けられるため、今後は若手漁業者には、希望があれば雇用型漁業者から独立漁業

者への転換を支援していきたい。

3 活性化の取組方針

(1) 前期の浜の活力再生プランにかかる成果及び課題等
 

(2) 今期の浜の活力再生プランの基本方針

漁獲物の新商品の加工 ・販売については、施設整備の用地については目処がついたが、資金に

ついては高額な金額が必要とするため、当委員会単独でなく、大阪 ・泉州広域水産業再生委員

会とも連携し、共同にて取組みを行う事も考えている。

墳鮮度鮮魚」の出荷については、将来的な漁獲物の減少や資源管理の面からも全漁業者が実施

するよう啓発活動を行う。

泉小M鮮魚プレミアムの「高鮮度鮮魚」を幅広く PR するために、 新たなる取り組みを実施する。
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漁獲物の缶詰加工について、一般法人以外の法人 ・ 個人企業にも幅を広げ共同開発が出来無い

か調杏する。

マリンエコラベルジャパンの承認 ・ トレーサビリイティ ー制度の導入を実施し、安心安全な漁

獲物の提供を行い、魚価の向上を目指す。

後継者 ・ 担い手不足解消のため、若手乗組員には雇用型漁業者から独立型漁業者への支援を行 

って行く。

(3) 漁獲努力量の削減・維持及びその効果に関する担保措置

漁業法及び大阪府調整規則による規制のほか、漁業者間で自ら約定する自主的資源管理を進

め、漁業資源の維持•安定化に努める。

(4) 具体的な取組内容（毎年ごとに数値目標とともに記載）

1年目（令和元年度） 以下の取り組みを実施し、漁業所得の4%向上を図る。

漁業収入向上の1① 水産資源の管理

ための取組 船びき網漁業者は、しらす・イカナゴの水産資源が将来的に維持されるよ
う、大阪府漁連の船びき網部会と共に、マ リンエコラベルジャパンの承認の
取得にむけ積極的に話し合いの場を設け働きかけを実施する。

② 積極的な PR 活動と消費ニーズの把握

全漁業者は、地蔵浜みなとマルシェ ・ イワシとしらすの親子まつり ・ 魚庭
の海づくり大会、等の魚食推進活動に積極的に当港で水揚げされた、あなご ・

スズキ ・ いわし ・ しらすなどの漁獲物を提供・販売し地元 ・ 近隣地区消費者

への PR 活動を実施する。

全漁業者は、漁協と連携し東京・大阪シーフ ードショ ーに参加し、当港の

漁獲物の PR 活動を積極的に行い、新たなる販路拡大に繋がるよう販売促進を

行う

③ 消費ニーズに基づく販売手法の導入と新たな加工品の開発

全漁業者は、漁協と連携して異業種連携促進事業として、ペ ットフ ード加

工会社や高齢者 ・ 幼児向けの魚加工会社等の視察・研修を行い、当港で水揚
げされた漁獲物の提供を打診 ・ 試作を行う。

近年希少価値が増してきている、200ク前後の大型アナゴを泉州鮮魚と

してブランド化し、特定業者のみ直接販売を実施する。

      





② 積極的なPR活動と消費ニ ー ズの把握

全漁業者は、 地蔵浜みなとマルシェ ・ イワシとしらすの親子まつり・魚庭の海

づくり大会、 等の魚食推進活動に積極的に当港で水揚げされた、 あなご・ス

ズキ・いわし・しらすなどの漁獲物を提供・販売し地元・近隣地区消費者への

PR活動を実施する。

全漁業者は、 漁協と連携し東京・大阪シーフ ードショ ーに参加し、 当港の漁

獲物の PR活動を積極的に行い、 新たなる販路拡大に繋がるよう販売促進を行 

う。

③ 消費ニー ズに基づく販売手法の導入と新たな加工品の開発

全漁業者は、 漁協と連携して異業種連携促進事業として、 ペ ットフ ー ド加工 

会社や高齢者・幼児向けの魚加工会社等の視察・研修を行い、 当港で水揚げさ

れた漁獲物の提供を打診・試作を行う。

社会福祉法人「恵正会」と協力し、 当港で水揚げされた漁獲物の缶詰加工につ 

いて、 提供する漁獲物の種類・数量 ・ 安定性等について、 話し合いを行う。

神経抜き・血抜き作業を行った「高鮮度鮮魚」をPR· 明確化するために、 泉州

鮮魚プレミアムのステッカ ーの他、神経抜き・血抜き作業を行っている「高鮮度

鮮魚」である事が一目で分かるデザインのステッカ ーを作成する。

大阪府が行っている栽培漁業事業で安定した漁獲高が見込める、 キジハタを

泉州鮮魚ブランドとして販売し、 魚価の向上を目指す。

④ 後継者・担い手の確保・対策として

全漁業者は、全ての従事者及び後継者に対し社会保険制度への加入義務づけ、

また年間雇用を約束し、 終身雇用体制を実施する。

全漁業者は、 若手漁業者と定期的に懇親の場を設け、 将来的な操業体制等に

ついての意見交換を実施する。

全漁業者は、 漁協と連携し作業員不足を補うため、 外国人技能実数性等の受

け入れが可能であるか検討を実施する。

これらの総合的な取り組みによって、 基準年比2%の漁業収入向上を目指す。

漁業コスト削減 全漁業者は、 船底及びプロ ペラの清掃並びに塗装を最低年2回以上実施し燃

のための取組 油使用料を削減する。

全漁業者は、出港時間を30分早めエンジンの回転数を抑え低速航行にて走行

すると共に、 帰港時もエンジンの回転数を抑え帰港することにより、 燃油使用





全漁業者は、 漁協と連携して異業種連携促進事業として、 ペットフ ー ド加

工会社や裔齢者・幼児向けの魚加工会社等の視察・研修を行い、 当港で水

揚げされた漁獲物の提供を打診・試作を行う。

社会福祉法人「恵正会」と協力し、 缶詰加工に適している漁獲物を定め、 食
材提供・加工分担等について話し合い試作品の開発を行う。

神経抜き・血抜き作業を実施している旨のデザインステッカ ーを貼って出

荷し、 市場・仲買業者の反応や魚価の推移を調査する。

国の資源回復計画(TEA制度）結果、近年大阪湾でのサワラの漁獲植が回復

傾向にあり、 新たにサワラの販売販路拡大やプランド化の取組を行う。

④ 後継者・担い手の確保・対策として

全漁業者は、 全ての従事者及び後継者に対し社会保険制度への加入義務づ

け、 また年問雇用を約束し、 終身雇用体制を実施する。

全漁業者は、 若手漁業者と定期的に懇親の場を設け、 将来的な操業体制等

についての意見交換を実施する。

全漁業者は、漁協と連携し作業員不足を補うため、 外国人技能実習生等の

受け入れにむけての環境整備に取り組む。

これらの総合的な取り組みによって、 基準年比2. 5%の漁業収入向上を目

指す。

漁業コスト削減 1 全漁業者は、 船底及びプロ ペラの清掃並びに塗装を最低年2回以上実施し

のための取組 燃油使用料を削減する。

全漁業者は、 出港時間を30分早めエンジンの回転数を抑え低速航行にて走

行すると共に、 帰港時もエンジンの回転数を抑え帰港することにより、 燃油

使用量を削減する。

全漁業者は漁獲物の減少期には、 府漁連の資源管理部会等にて操業の休

業・ 時間短縮等の措置を行い、 赤字操業を極力減らすことにより、 漁業コス

トを削減する。

全漁業者は、 推進機関換装や船舶建造・購入の際には省エネ機器や省コス

ト船舶を採用し、 漁業コストの削減に取り組む。

全漁業者は、 共同利用漁獲物運搬船を効率よく利用し、 燃油経費及び使用

船舶の減少させることにより、 漁業コストを削減する。

これらの総合的な取り組みによって、 燃料コストの基準年比1%の削減を達



成する。

活用する支援措 浜の活力再生交付金

置等 水産業競争力強化 緊急対策事業

競争力強化型機器導入緊急対策事業

水産業競争力強化漁 船導入緊急支援事業

4年目（令和4年度） 以下の取り組みを実施し、漁業所得の8%向上を図る。

漁業収入向上の1① 水産資源の管理

ための取組 船びき網漁業者は、しらす・イカナゴの水産資源が将来的に維持されるよ

う、大阪府漁連の船びき網部会と共にマリンエコラベルジャパンの承認取得
を得 る。

船びき網漁業者は、大阪府漁連の船びき部会と共にしらす・イカナゴの資

源回復に 取り組むため、神戸市や淡路地区との府県を超え話し合いの場を定

期的な開催実施をしていく。

② 積極的なPR活動 と消費ニー ズの把握
全漁業者は、地蔵浜みなとマルシェ ・ イワシとしらすの親子まつり ・ 魚庭

の海づくり大会、等の魚食推進 活動に積極的に当港で水揚げされた、あなご・
スズキ ・ いわし ・ しらすなどの漁獲物を提供・販売し地元・近隣地区消費者

へのPR活動を実施する。

全漁業者は、漁協と連携し東京・大阪シー フ ー ドショ ーに参加し、当港の
漁獲物のPR活動を積極的に行い、新たなる販路拡大に繋が るよう販売促進を

行う。

③ 消費ニー ズに基づく販売手法の導入と新たな加工品の開発

全漁業者は、漁協と連携して異業種連携促進事業として、ペ ットフ ー ド加 

工会社や高齢者・幼児向けの魚加工会社 等の指 導を仰ぎ、当港で水揚げされ

た漁獲物を 加工し組合独自の商品 開発を目指す。

社会福祉法人「恵正会」と協力し、当港で水揚げされた漁獲物の缶詰の試作
品を、東京・大阪シー フ ー ドショ ーにて展示し、来場 者・バイヤ ー 等 と 商談

を行う。

「高鮮度鮮魚」のデザインステッカーの反応を確かめ、PR効果が大いに期待



できる事が証明されれば、 他の泉州鮮魚プレミアムの鮮魚にも個々のデザイ

ンステッカ ー を作成する。

国の資源回復計画 (TEA 制度）結果、近年大阪湾でのサワラの漁獲量が回復 

傾向にあり、 新たにサワラの販売販路拡大やプランド化の取組を行う。

④ 後継者・担い手の確保・対策として

全漁業者は、 全ての従事者及び後継者に対し社会保険制度への加入義務づ

け、 また年間雇用を約束し、 終身雇用体制を実施する。

全漁業者は、 若手漁業者と定期的に懇親の場を設け、 将来的な操業体制等

についての意見交換を実施する。

全漁業者は、 漁協と連携し作業員不足を補うため、 外国人技能実習生等の

受け入れにむけての環境整備を実行する。

全漁業者は若手漁業者に対し漁業従事者のみでなく、 廃業した漁業者の船

舶を無償にて斡旋し、 漁業従事期間以外は独立型漁業を展開するよう、 支援

を行う。

これらの総合的な取り組みによって、 基準年比3%の漁業収入向上を目指す。

漁業コスト削減 全漁業者は、 船底及びプロペラの清掃並びに塗装を最低年2回以上実施し

のための取組 燃油使用料を削減する。

全漁業者は、 出港時間を30分早めエンジンの回転数を抑え低速航行にて走

行すると共に、 帰港時もエンジンの回転数を抑え帰港することにより、 燃油

使用量を削減する。

全漁業者は漁獲物の減少期には、 府漁連の資源管理部会等にて操業の休

業・時間短縮等の措置を行い、 赤字操業を極力減らすことにより、 漁業コス

トを削減する。

全漁業者は、 推進機関換装や船舶建造・購入の際には省エネ機器や省コス

ト船舶を採用し、 漁業コストの削減に取り組む。

全漁業者は、 共同利用漁獲物運搬船を効率よく利用し、 燃油経費及び使用

船舶の減少させることにより、 漁業コストを削減する。

全漁業者は、 各個人が個別にリ ース保有している小型冷蔵庫・冷凍設備を

大型の共同利用設備に転換を行う。

これらの総合的な取り組みによって、 燃料コストの基準年比1%の削減を達

成する。



活用する支援措 浜の活力再生交付金

置等 水産業競争力強化緊急対策事業

競争力強化型機器導入緊急対策事業

新規就業者支援事業

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業

5年目（令和5年度） 以下の取り組みを実施し、漁業所得の10%向上を図る。

漁業収入向上の1⑤ 水産資源の管理

ための取組 船びき網漁業者は、しらす・イカナゴの水産資源が将来的に維持されるよ
う、大阪府漁連の船びき網部会と共にマリンエコラベルジャパンの承認取得
を得る。

船びき網漁業者は、大阪府漁連の船びき部会と共にしらす・イカナゴの資

源回復に取り組むため、神戸市や淡路地区との府県を超え話し合いの場を定

期的な開催実施をしていく。

⑥ 積極的な PR 活動と消費ニーズの把握
全漁業者は、地蔵浜みなとマルシェ ・ イワシとしらすの親子まつり・魚庭

の海づくり大会、等の魚食推進活動に積極的に当港で水揚げされた、あなご ・

スズキ ・ いわし ・ しらすなどの漁獲物を提供 ・ 販売し地元・近隣地区消費者

への PR 活動を実施する。

全漁業者は、漁協と連携し東京・大阪シーフ ー ドショ ーに参加し、当港の
漁獲物の PR 活動を積極的に行い、新たなる販路拡大に繋がるよう販売促進を

行う。

⑦ 消費ニ ーズに基づく販売手法の導入と新たな加工品の開発
全漁業者は、漁協と連携して異業種連携促進事業として、ペ ットフ ー ド加

工会社や高齢者・幼児向けの魚加工会社等の指導を仰ぎ、当港で水揚げされ 

た漁獲物を加工し組合独自の商品開発を目指す。

社会福祉法人「恵正会」と協力し商品開発した缶詰に対し、全国的な販路拡

大を目指す。

「高鮮度鮮魚」のデザインステッカーの使用効果の反応を確かめ、安全で安

心な漁獲物で ある事の PR 活動を推進する。

全漁業者は、当港で水揚げされた漁獲物の地産地消を目指し、学校給食や

病院食に提供し、新たなる販売促進を目指す。





競争力強化型機器導入緊急対策事業

新規就業者支援事業

水産業競争力強化漁船導入緊急支援事業

(5) 関係機関との連携

大阪府とは府下の異業種企業・団体等との交流会を設定していただき、新たなる販路拡大・商品

開発を 目指します。

岸和田市とは、イベント販売等にて地元漁獲物をPRし地産地消を進めていきます。

4 目標

(1)所得目標

漁業所得の向上10%以上 基準年
--------

目標年

平成2 9年度： 漁業所得  円 
·---------------------------------------------------

令和 5年度： 漁業所得  円

(2) 上記の算出方法及びその妥当性

(3) 所得目標以外の成果目標

しらすキロ当たりの販売 基準年 平成29年度： 5 3 9円 （円単位）

単価
---------------- ------------------------------------------------------------

目標年 令和5年度： 650円 （円単位）

(4) 上記の算出方法及びその妥当性

基準年は、大阪府鯛巾着網漁業協同組合が開設する大阪府内の船びき網漁業の漁獲物の統合市

場におけるしらすの平均魚価である。

しらすは相対取引から入札取引に切り替えることで大幅に魚価が向上しており、かつ、漁業者

も品質管理を向上させることで、さらに魚価が向上している。こうした取り組みを続けることで、

目標値の達成は可能である。






